
テーマ【ごみステーションの管理】
ごみ出しルール 設置場所

清掃当番

自治会外の利用･カラス被害

（１）分別が不十分

（２）不法投棄

（３）時間外のごみ出し
（４）袋に名前を書かない

・名前が分かればその人に連絡し、注意する
・分別できていないごみは、当番の人が捨てた人の家にもっていく
・文書を回覧したり、町内放送でごみ出しについて周知する
・ごみステーション横の掲示板に注意書をはる
・1件1件個別訪問し説明した結果、ごみ出しルールは守られている
・違反ごみをすぐに処分すると違反していることに気づかないので、
しばらく放っておく（善良な方は自分で対処してくれる）

・違反しているゴミ袋の写真をとって回覧板でまわす

・以前、見張りをたてたこともある（最近はしていない）
・「監視中」の看板を立てる
・ダミーカメラでも効果あり（不法投棄に対する抑止）
・資源ごみ置き場に防犯カメラの設置（自治会で検討するだけでも、
ごみ出しルールを守ることの重要性が地域住民に伝わり、不法投
棄等の違反が減った）

・「部落以外の人がゴミを捨てると不法投棄になる。見つけると
警察に通報します」とメモを貼る

・ゴミステーションの近くの人が監視してくれる
・監視し、発見した場合は注意し内容を説明

・ごみステーションに鍵をつけて、捨てられる時間を限定する
・ゴミステーションに注意書きを貼る

・袋に名前を書いていないごみは中を確認して誰のか分かれば、
捨てた人の家に持っていく・自治会員はかならず名前の記入をする

・西条市へゴミステーションの設置条件の緩和を依頼する
→通行に支障がない道路敷きや水路敷きの公有地にごみ
ステーションを設置できるよう緩和してほしい

・ごみステーションの設置にあたり私有地を提供してもらった
・市の土地利用のごみステーションでは、ごみを地べたにおいて
ネットで覆う方法でしかできないが、アミ鉄のケース等の設置を
認めてほしい

・担当者は順番制
・ゴミ置き場の前の家人が善意で清掃
・ごみステーションの掃除等を当番制にしたらいい
・ごみステーションの管理のために300円ぐらい集めている
・ゴミ収集場所の清掃を当番制にしている
・自治会未加入者も清掃当番に入っている

・自治会に入ってなくてもステーションの掃除をしてくれる人は、
ステーションを利用できる規則にしている

・未加入者でもゴミ清掃当番を当てる（本人了承済）
・カラスが嫌な色やにおいをゴミ袋につける
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テーマ【役員の担い手がいない】
担い手不足 自治会⾧の負担が多い

その他

・自治会⾧の仕事を分散する。←副会⾧や各部⾧等
・副会⾧ができることは副がやることで、会⾧の負担を軽減させる
・そもそも、会⾧と会計以外の役職を置かない
・自治会⾧の参加の会に代理出席を認めて欲しい
・自治会員が減少してきているので、隣近所の自治会で合併し、
役の数を減らしていってはどうか

・自治会⾧になったら自治会⾧の仕事以外に様々な充て職がついて
くる（公民館や校区行事等）ので、会⾧の充て職を減らす、
他の人へ分担させてはどうか

・自治会でやっている行事を続けるのが難しければ、やめる選択肢も
あるが、隣近所の自治会と一緒（合同）にしてはどうか

・地区内団体を連合自治会の部会にできないか検討中である

・自治会、老人会、婦人会等の役を集約できるものは集約させる
・班を地区内で分けている。その中で役員を決めるようにしている
・報酬をたくさん出したらよいのでは。給料制にしてはどうか
・自治会員が減少してきているので、隣近所の自治会で合併し、
役の数を減らしていってはどうか

・輪番制だと今まで何の経験もなかった方が会⾧になる場合がある
このため、輪番制ではなく、例えば、会計、副会⾧、会⾧といった
役の流れやルールを作る

・自治会内の話し合いの仕方を工夫する
・転入者（若い世代）には役を当てない。いずれその人たちが退職後
必ずやってくれると信じて若いうちから役は当てない

・できない人には役を当てない
・子どもを大事にすることで、地元に愛着を持ってもらう
自治会員以外の人も入りたいと思ってもらえるきっかけにもなる

・若い人に役を押し付けるのではなく任されるまで⾧い目で待つ
（退職するまで）

・そもそも細かく部や役員を作らない（会⾧・副会⾧のみ）
・何歳以上からという固定概念を排除し、若い世代から役に就いて
もらう

・退職者の中で会⾧や役員を構成する
・現役世代にも理解される環境作りを行う
・会⾧の仕事の繁忙さに対する理解がない⇒率先して自分がやる姿を
後輩に見せる

・自治会活動を少なくする

・若者を何人かのグループに分けて日曜日に活動できる人を探す
・できる仕事を高齢者、若者で分担する
・ある程度グループを作って役を回す（同じ役職を何回も）
・市から自治会へ依頼する際には、対価としてお金を支払うべき
・役所は横のつながりが出来ていないため、送付文書をまとめられ
ない。もっとまとめて簡略化して送付できるはず

・役所から送る文書はまとめられる範囲でまとめるべき
・市から自治会への仕事の依頼を減らすべき
・団体を部会にした場合に市の助成金はもらえるのか
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テーマ【防災】
避難について 災害時の連絡体制/支援の方法について

その他

2019自治会⾧研修「グループ討議」

防災意識の啓発

（現状）

（今後、取り組むべきこと）

（現状）

（今後、取り組むべきこと）

（現状）

（今後、取り組むべきこと）

（現状）

（今後、取り組むべきこと）

・地震や豪雨などの災害が発生した時、集会所がため池の下流
にあり、避難所としての機能を果たせるのか心配

・山間部で災害、特に台風が発生した時、避難が難しく孤立が心配
・避難所でのコミュニケーションが心配
・実情にあった避難訓練や避難の仕方・年配の方が多くて避難して
くれない

・早めの避難をよびかける（特に高齢者）
・自治会単独で、安全性を確保できる避難場所を決めておく
・避難所で新たなコミュニティを形成する
・避難経路や危険個所などを確認するために災害マップを作成する
・高層マンション等へ避難できるよう自治会が企業と協定を結ぶ
・事前にチェックして備えをしておく 土のう等

・災害が少ない地域のせいか、防災に対する危機意識が低い
・過去の災害から学んだ訓練を実施するなど、訓練内容の見直しの必要性
・地域の特性に対する認知度が低いため、大災害が発生した時、
被害が拡大することへの危惧
・現在の訓練内容でいざという時に役立つのか

・発災時の迅速な連絡（周知）方法について
・地域内への情報伝達の限界
・地域の高齢者に対しての連絡や援助方法について（70代以上の
老人世帯が多い。災害がおこった時、誰が誰を助けるか）
・避難困難者への支援体制の難しさ（プライバシー問題）
・放送塔からの情報が聞き取りにくいため、情報の収集に不安を
感じる
・老人世帯が多いが若者世帯が少なく共助体制が整えられない
・自主防災組織は結成されているが活動がないように感じる

・アプリ「防災情報さいじょう」を活用し、地域内での情報共有
に役立てている。
・緊急時の連絡網を作成し、迅速な行動をとってもらうことで
人的被害を最小限に抑制したい
・災害コミュニケーションマップ（誰が何をするかというように
地域での役割分担を決める）を作成する
・地域で情報共有（話し合いの場を設ける）しながら要支援者の
把握に努める
・近隣で助け合う体制づくり ・集会所で防災無線を放送する
・避難命令があった時全てのところに電話。1階でなくせめて
２階にと連絡
・さまざまな組織やグループ等と連携しながら、地域ぐるみで
防災力の向上を図っていく

・地域を知ること（例えば中央構造線に対する危機意識）の大切さ
・防災訓練を実施しているが参加者が特定化している。少しでも興味を
もって参加してもらえるよう訓練内容を工夫する
・地域で保管している防災用具や備品の再確認や点検を行う
・災害図上訓練ＤＩＧ、避難所運営ゲームＨＵＧを活用して災害時の
行動確認をしている
・地域防災力の向上へ繋げるべく、日頃から地域内でのコミュニケー
ションの向上に努めている
・地域によって、津波の危険性があったり、土砂崩れの恐れがあったり
と災害の危険性は違うので、地域の特性を考えた訓練を実施していく
必要がある
・自分たちの地域は、自分たちで守るという意識改革に努める
・地域で活躍できる人材育成に取り組む

・備蓄の内容について（個人用）（避難所用）
・自主防災組織のことをどれだけの人が理解しているのか

・自治会で独自に備蓄品を集める
・近隣で良好なコミュニケーションを育むことが、災害時の助け
合いに繋がると思うので、自治会の魅力を情報発信し、未加入
者に対して自治会への加入を促す
・水路清掃をこまめに行う・自治会単位で土のうを常備する
・自主防災組織の必要性・重要性を理解してもらえるような
啓発活動を行う


